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事業種目 河川事業 事業採択年度 H１ 現計画 再評価時点

着工年度 H１ 総事業費 25.8 億円 20.0 億円
事業名

二級河川夢前川水系

夢前川

総合流域防災事業 再評価年度
H10（前々回）

H15（前回）
内用地補償 4.0 億円 4.0 億円

完成予定年 H32 H24事業区間 姫路市夢前町置本～宮置
進捗率
(内用補進捗率)

72％( 100％) 76％( 98％）
所在地 姫路市夢前町置本～宮置

残事業費 7.1 億円

事 業 の 目 的 事 業 内 容

現計画 前回（H15）

・治水安全度

・計画流量

・整備延長

・主要工種

1/20

720m3/s

2,220ｍ

築堤、掘削、護岸、

橋梁 1橋、井堰 2基

1/20

720m3/s

2,220ｍ

築堤、掘削、護岸、

橋梁 1橋、井堰 2基

当該地区に甚大な浸水被害(浸水面積

35ha、浸水家屋 148 戸)をもたらせた昭

和51年9月台風17号と同程度の洪水を

安全に流下させるべく河川改修を実施

し、地域住民が安全で安心して生活でき

る環境を確保するものである。

〔負担割合 国:1/2 ,県:1/2〕

事業を取り巻く

社会経済情勢等

の変化

・当河川は河口より約 11km 区間が姫路市により改修され、中心市街地の治水安全度は確

保されているが、当該箇所も今後市街化が進む可能性が高く、浸水被害を防止する必

要性は高まっている。

・平成 16 年には、兵庫県内で多大な浸水被害が発生したことから、当該地区におい

ても河川改修促進の地元要望が高まっている。

・平成 16年災復旧・復興事業への重点配分の影響により、事業期間を延伸する。

・井堰の形式変更等により総事業費を見直す。

進捗状況

・下流から改修を進め、全体 2.220km の内 1.290km が概成しており、橋梁 1橋(清水橋)、
井堰 1基(新畑井堰)の改築が完了。
・残事業は河床掘削、上流部 0.930km の護岸整備及び井堰 1 基（下村井堰）の改築とな
っている。
・これまで進めてきた改修事業により、平成 9年や平成 16年出水においても浸水被害は
発生していない。

評価視点 評価結果の説明

(1)必要性

(2)有効性・効率性

(3)環境適合性

(4)優先性

・当該地区は、過去多くの洪水に見舞われ、既往最大の雨量を観測した昭和 51 年 9
月台風 17 号では、多大な被害(浸水面積 35ha,床上浸水 45 戸,床下浸水 103 戸)が
発生している。
・現在までに、全体 2.220km の内、約 1.290km の流下能力を概ね確保したが、残る
区間の流下能力は低く、引き続き河川改修を行う必要性は高い。
・費用便益比Ｂ／Ｃ＝２．４
・河川改修に対する地元協力体制など、事業執行環境は整っている。
・(町)清水橋の上流右岸側では(県)姫路大河内線の特定交通安全施設等整備事業と
連携して右岸側の整備を実施することで効率的な事業執行が可能である。
・井堰改築にあたっては、魚類等の遡上の妨げとならない様に魚道整備を行ってい
る。
護岸整備については、植生ブロックによる植生の早期回復を行い生態系に配慮し
ている。
・残り事業区間は流下能力が低く、沿川に人家もあることから事業の優先性は高い。

再

評

価

の

結

果

事業継続

左

の

理

由

上記の理由により、事業継続が適当である。





宮置橋

（町）清水橋

夢前川整備事業 （姫路市）

L=1.2km 改修済み

夢前川総合流域防災事業

L=2.22km新畑井堰

夢前川整備事業（姫路市）

L=11.5km 改修済み

流流 域域 概概 要要 図図

・流路延長 Ｌ＝ ３９.２０ｋｍ
・流域面積 Ａ＝１９９.９４ｋｍ２

（1/100～1/30）

（1/100～1/30）

１

２



出水状況（出水状況（H2H2台風台風1919号）号）

事業区間下流端付近

事業区間上流端付近
２

１



整整 備備 状状 況（清水橋）況（清水橋）

整備前

整備後



整整 備備 状状 況況（未整備箇所）（未整備箇所）

標準断面図

：整備前

：整備後

河川断面を阻害している
固定堰

下村井堰



◆ 二級河川 夢前川 総合流域防災事業スケジュール

◆ 二級河川 夢前川 総合流域防災事業の費用便益比

(1)費用便益比の考え方
１）便益＝治水事業を実施することによる被害軽減期待額を現在価値化
被害額＝一般資産被害（家屋、家庭用品、事業所償却資産、農漁家償却資産等）

＋農産物被害＋公共土木施設等被害＋営業停止被害＋応急対策費用
２）費用＝「建設費＋維持管理費」を現在価値化

(2)算定に用いた資料
治水経済調査マニュアル（案） 国土交通省河川局 平成２０年２月

(3)便益（Ｂ）の算出方法

(4)費用便益（Ｂ／Ｃ）

便益（Ｂ） 費用（Ｃ）
総便益
（百万円）

代表的な効果
総費用
（百万円）

事業費
（百万円）

維持管理費
（百万円）

Ｂ／Ｃ

8,819.5
確率規模 1/20 の降雨に対して

・浸水戸数 68 戸の解消

・浸水面積 43ha の解消

3,671.9 3,259.7 412.2 2.4

<凡例>

実施計画

当初計画

河道＋流域のモデル化

各メッシュの資産、地盤標高の設定

氾濫解析

氾濫区域内資産額の算定

年平均被害軽減期待額の算定

費用便益比

・流域は 100m 四方のメッシュに分割

・メッシュごとに、人口、資産（戸数、事業所数、
面積など）、地盤高を設定

・整備目標流量をもとに氾濫解析を実施

・メッシュデータと氾濫解析結果より被害額を算定

・洪水の生起確率毎の被害額、年平均被害軽減額を算定

・年平均被害軽減額から算定される便益と建設費用を現在価値化し
て費用便益比を算定

H15まで H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32

堰

用地買収

掘削

築堤、護岸

橋梁


